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1 

１．概要 

  本資料は，全社の共通 06 の仕様表の記載方針及びこれまでの濃縮個別ヒアリングにおける技術基

準への適合説明の結果等を踏まえ，仕様表の記載内容を整理したものである。 

  

２．仕様表の記載内容の整理 

  今回の第 5回申請に係る仕様表の記載内容について，共通 06 で機種別に整理した基本的な記載パタ

ーンを基に，濃縮の既認可の記載事項，事業変更許可申請書及び技術基準規則（様式-6,7）の要求事項

及び発電炉の要目表の記載事項を考慮して，記載すべき事項を整理した。 

今回の第 5回申請に係る機種別の仕様表の記載方針を別紙 1に示す。 

なお，第 4回申請にて既出の機種（容器，ポンプ，主配管，機械装置，計装設備，ファン，フィルタ，

放管設備）については，第 4回申請時の濃縮個別 03-4 にて記載方針を示しているため，今回は第 5回

申請で新たに申請する機種（容器（塔型），容器（ライニング型），建物・構築物（堰），飛来物防護設

備，ラック，溢水防護設備，搬送設備，核物質等取扱ボックス）の記載方針を示す。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

別紙 1 

機種別の仕様表の記載方針 
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機種別の仕様表の記載の考え方（概念図）

様式-6,7の要求事項 発電炉の要目表既認可の仕様表 今回申請の仕様表

共通06 添付-6 仕様表展開表

ステップ1

ステップ2 ステップ3

ステップ4

ステップ1：共通06（R4）の仕様表展開表（基本フォーマット）（2021/7/2提出版）を

基に，濃縮の機種ごとの仕様表項目を選定する。（基本的な仕様表項目は

共通06と同様とするが，濃縮施設の特徴を踏まえ，一部適用されないもの

（化学薬品に対する防護，容器の伝熱面積等）を除く。）

全社と濃縮の仕様表展開表の比較を添付資料2に示す。

また，原則，機種ごとの仕様表展開表（基本フォーマット）に基づき，仕

様表項目を記載するが，個別機器において該当しない（「－」となる）場

合には，注記にて「－」とした理由を付す。（仕様表展開表で容器の臨界

管理を対象としているが，ウランを取り扱わない機器などは「－」とし，

その理由を注記で付す。）

ステップ2：ステップ1の仕様表記載項目に加え，既認可仕様表を確認し，他に追加しな

ければならない項目を抽出する。

ステップ3：新規制基準を受けて追加になった設計により仕様表に追加すべき項目がな

いか，要求事項を満足するために必要な仕様が抜けなく反映されているか

を確認するために様式-6,7の要求事項を確認し，追加が必要な項目を抽出

する。

ステップ4：発電炉の要目表と比較し，当該機種の性能，機能を示すうえで必要な項目

が抜けなく選定されていることを確認する。

【考え方】

添付資料1 機種別の仕様表記載例に示す
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仕様表記載項目【機種 No.2：容器（塔型）】（洗缶廃水貯槽） 

 

  

【認可番号：平成 24 年 8 月 31 日付け 20120717 原第 21 号】 
 

 
 
 

 

1. 設計条件及び仕様 

1.1 液体廃棄物の廃棄設備 

1.1.1 管理廃水処理設備 

(1) 高放射性廃水処理系 

a. 容器（塔型） 

 変更前 変更後 

名称*1 － 洗缶廃水貯槽*8  

変更なし 

種類*2 － 
円筒たて型（密閉構

造） 

容量*3 m3 0.4*9 

効率 － －*10 

最高使用圧力*4 － 静水頭 

最高使用温度*4 ℃ 40 

流体等の種類*5 － ウラン廃水 

臨

界

管

理 

－ － －*11 

主

要

寸

法 

胴内径 mm 450*12 

高さ mm 1000*12 

胴板厚さ mm 4.5*12 

主

要

材

料 

胴本体 － SS400 

＋ 

ゴムライニング（内

張） 

ふた － 

底板 － 

個数*6 基 4 

取

付

箇

所 

系統名 

（ライン名） 
－ 高放射性廃水処理系*9 

設置床 

（室名称）*7 
－ 除染室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「機器名」と記載。 

*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 

*3：記載の適正化。既設工認には「性能」と記載。 

*4：記載の適正化。既設工認には「温度、圧力」と記載。 

*5：記載の適正化。既設工認には「核燃料物質の状態」と記載。 

*6：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 

*7：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 

*8：液体廃棄物の施設外への漏えいを防止するため，堰内に設置する。 

*9：既設工認に記載がないため，記載の適正化を行う。記載内容は，設

計図書による。 

*10：捕集効率等の能力を有する機器ではないため「－」とする。 

*11：高放射性廃水処理系のウラン廃水は，洗缶設備の空のシリンダ類

（16 ㎏-U 以下）の洗浄水であり，臨界管理の対象外であるため，

「－」とする。 

*12：公称値を示す。 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第 十 条 

閉じ込め

の機能 

〇閉じ込めの機能 

ウランを内包する設備及び機器は，放射性物質を

密封して取り扱うことにより，閉じ込め機能を確

保するため以下のとおりの設計とする。 

・ウランを内包する設備及び機器は，UF6 等の取

り扱う物質に対して耐腐食性を有する材料を使

用し，取扱い圧力に応じた耐圧気密性を確保して

放射性物質の漏えいを防止する設計とする。 

主要材料 

第十一条 

火災等に

よる損傷

の防止 

〇火災の発生防止 

・UF6 を内包する機器以外の機器については，可

能な限り不燃性又は難燃性の材料（鋼材）を使用

し，火災の発生を防止する設計とする。 

主要材料 

第十五条 

材料及び

構造 

〇材料 

(1) 機械的強度及び化学的成分 

容器等に使用する材料は，その使用される圧力，

温度，荷重その他の使用条件に対して適切な機械

的強度及び化学的成分を有する材料を使用する。 

主要材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

添付資料 1 

主要設備リスト，添付図面
で展開。 

添付書類に位置付けを変
更したため，記載を削除 

該当しないため，記載を
削除。 

基本設計方針で展開。 

該当しないため，記載を削除。 

【凡例】 
    ：今回の仕様表と既認可仕様表及び要求事項（様式-6,7 等）が整合している項⽬ 
    ：既認可仕様表のうち，今回の仕様表に反映しない項⽬（反映しない理由を吹き出しにて記載） 
    ：新規制基準に係る新たな要求事項（様式-6,7 等）として仕様表に追加した項⽬ 
    ：発電炉の要⽬表のうち，今回の仕様表に反映しない項⽬（反映しない理由を備考に記載） 
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仕様表記載項目【機種 No.3：容器（ライニング型）】（分析廃水ピット）  

【認可番号：平成 24 年 8 月 31 日付け 20120717 原第 21 号】 
 

 
 
 

 

b. 容器（ライニング型） 

 変更前 変更後 

名称*1 － 分析廃水ピット*7*8 

変更なし 

種類*2 － 地下式 

容量*3 m3 0.12*9 

流体等の種類*4 － ウラン廃水 

臨

界

管

理 

－ － －*10 

主

要

寸

法 

たて mm 600*11 

横 mm 600*11 

深さ mm 987*11 

主

要

材

料 

ピット本体 － 

コンクリート 

＋ 

FRP ライニング（内

張） 

個数*5 基 1 

取

付

箇

所 

系統名 

（ライン名） 
－ 低放射性廃水処理系*9 

設置床 

（室名称）*6 
－ 分析室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「機器名」と記載。 

*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 

*3：記載の適正化。既設工認には「性能」と記載。 

*4：記載の適正化。既設工認には「核燃料物質の状態」と記載。 

*5：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 

*6：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 

*7：本機器は，漏えい防止機能(廃水液面異常高警報)を有する設計とす

る。 

*8：建物（中央操作棟）の一部として設計する。 

*9：既設工認に記載がないため，記載の適正化を行う。記載内容は，設

計図書による。 

*10：低放射性廃水処理系のウラン廃水は，高放射性廃水処理系のウラ

ン廃水の凝集・分離処理後のろ液や分析室の流し台等で発生する

低濃度の廃水であり，臨界管理の対象外であるため，「－」とす

る。 

*11：公称値を示す。 

 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第 十 条 

閉じ込め

の機能 

〇閉じ込めの機能 

ウランを内包する設備及び機器は，放射性物質を

密封して取り扱うことにより，閉じ込め機能を確

保するため以下のとおりの設計とする。 

・ウランを内包する設備及び機器は，UF6 等の取

り扱う物質に対して耐腐食性を有する材料を使

用し，取扱い圧力に応じた耐圧気密性を確保して

放射性物質の漏えいを防止する設計とする。 

主要材料 

第十一条 

火災等に

よる損傷

の防止 

〇火災の発生防止 

・UF6 を内包する機器以外の機器については，可

能な限り不燃性又は難燃性の材料（鋼材）を使用

し，火災の発生を防止する設計とする。 

主要材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

主要設備リストで展開。 

添付書類に位置付けを変
更したため，記載を削除 

該当しないため，記載を
削除。 

基本設計方針で展開。 

該当しないため，記載を削除。 
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仕様表記載項目【機種 No.21：建物・構築物（堰）】（堰 A） 

  

【認可番号：平成元年 8 月 17 日付け 元安（核規）第 376 号】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

d. 建物・構築物 

 変更前 変更後 

名称*1 － 堰 A 

変更なし 

種類*2 － 堰*6*7 

容量*3 m3 0.64 以上 

臨

界

管

理 

－ － －*8 

主

要

寸

法 

内のり mm 
1900 以上 × 5700 以

上 

高さ mm 150 以上 

主

要

材

料 

堰本体 － コンクリート*9 

個数*4 
区

画 
1 

取

付

箇

所 

系統名 

（ライン名） 
－ 高放射性廃水処理系*7 

設置床 

（室名称）*5 
－ 除染室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「機器名」と記載。 

*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 

*3：記載の適正化。既設工認には「性能」と記載。 

*4：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 

*5：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 

*6：建物（中央操作棟）の一部として設計する。 

*7：既設工認に記載がないため，記載の適正化を行う。記載内容は，設 

計図書による。 

*8：高放射性廃水処理系のウラン廃水は，洗缶設備の空のシリンダ類

（16 ㎏-U 以下）の洗浄水であり，臨界管理の対象外であるため，

「－」とする。 

*9：堰の内面には，液体状の核燃料物質等が漏えいし難い樹脂塗装を施

す設計とする。 

 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第 十 条 

閉じ込め

の機能 

〇液体廃棄物の漏えい防止 

管理廃水処理設備の貯槽類は，廃水の漏えいを防

止するとともに，万一，漏えいした場合でも，漏

えいの拡大を防止する設計とする。 

・床上設置の貯槽類の周辺には必要に応じて堰

を設ける。また，IF5 の保管場所の周辺には，堰

等を設ける。 

・貯槽類の周辺及び IF5 の保管場所の周辺の床

の全面及び汚染のおそれのある範囲の壁を樹脂

塗装等により平滑に仕上げ，除染しやすい構造と

する。 

主要寸法 

主要材料 

樹脂塗装を施す設計 

第十一条 

火災等に

よる損傷

の防止 

〇火災の発生防止 

・UF6 を内包する機器以外の機器については，可

能な限り不燃性又は難燃性の材料（鋼材）を使用

し，火災の発生を防止する設計とする。 

主要材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

溢水評価の対象

外の機器である

ため，溢水に係る

項目（区画，高さ

等）は記載してい

ない。 
 

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

主要設備リストで展開。 

添付書類に位置付けを変
更したため，記載を削除 

該当しないため，記載を
削除。 

該当しないため，記載を削除。 
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仕様表記載項目【機種 No.23：飛来物防護設備】（竜巻防護扉） 

 

  

 
 

【既認可仕様表の該当無し】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1.7 竜巻防護設備 

ａ．飛来物防護設備 

 変更前 変更後 

名称 － 

－ 

竜巻防護扉 

種類 － 手動片開き式 

主

要

寸

法 

たて mm 218.3*1 

横 mm 850*1 

高さ mm 1926*1 

表側鋼板厚さ mm 8.2 以上（16*1） 

主

要

材

料 

表側鋼板 － SUS304 

個数 枚 1 

取

付

箇

所 

系統名（ライン

名） 
－ －*2 

設置床（室名称） － 2 号発回均質室 

注記 *1：公称値を示す。 

   *2：系統区別を必要としないため「－」とする。 

 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第八条 

外部から

の衝撃に

よる損傷

の防止 

〇竜巻防護設計 

(1) 建屋により防護する施設 

「建屋により防護する施設」（2 号発回均質棟）

については，建屋が設計荷重による影響を受けな

い設計とする。具体的には，建屋は，設計荷重に

対して主架構の構造健全性が維持されるととも

に，個々の部材の破損により本施設内の竜巻防護

施設が閉じ込め機能を損なわない設計とする。 

設計飛来物の衝突に対しては，貫通が防止でき，

かつ，衝撃荷重に対して健全性が確保できる設計

とする。 

建屋により防護する施設を収納する 2 号発回均

質棟の開口部（扉，シャッタ）のうち，設計飛来

物の進入により均質槽の安全機能に影響を与え

得るおそれのある開口部（扉，シャッタ）には，

防護板等により設計飛来物の進入を防止する設

計とする。 

ａ．設計飛来物の貫通を防止することができる又

は設計飛来物の運動エネルギーを吸収すること

ができる設計とする。 

ｂ．建屋及び設備の耐震性に影響を与えない設計

とする。 

ｃ．竜巻防護施設の安全機能に影響を与えない設

計とする。 

ｄ．保守・点検及び資機材等の搬出入を考慮した

設計とする。 

主要寸法 

主要材料 

 

 

＜発電炉要目表なし＞ 

以下発電炉の基本設計方針抜粋 

2.3.3 設計方針 

（中略） 

防護措置として設置する防護対策施設としては，防護ネット

（硬鋼線材：線径φ4 mm，網目寸法40 mm），防護鋼板（炭素鋼：

板厚16 mm 以上），架構及び扉（炭素鋼：板厚31.2 mm 以上）

を設置し，内包する外部事象防護対象施設の機能を損なわない

よう，外部事象防護対象施設の機能喪失に至る可能性のある飛

来物が外部事象防護対象施設に衝突することを防止する設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
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仕様表記載項目【機種 No.24：ラック】（製品シリンダ置台（充填）） 

 

  

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
【認可番号：平成 6 年 12 月 15 日付け 6 安（核規）第 665 号】 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 変更前 変更後 

名称*1 
－ 

製品シリンダ置台（充

填） 

変更なし 

種類*2 － －*5 

容量 
本/

組 
1*6 

臨

界

管

理 

他ユニットとの 

相互間隔 
cm 

  

主

要

寸

法 

たて mm 700*7 

横 mm 100*7 

高さ mm 177*7 

主

要

材

料 

本体 － 

 

個数*3 組 300（2個/組）*9 

取

付

箇

所 

系統名 

（ライン名） 
－ －*10 

設置床 

（室名称）*4 
－ 

A ウラン貯蔵室 

B ウラン貯蔵室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「設備機器名称」と記載。 

*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 

*3：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 

*4：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 

*5：種別を必要としないため「－」とする。 

*6：製品シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 30B）1本/組，廃品シリンダ

（ANSI 又は ISO 規格 30B）1本/組及び付着ウラン回収容器 1本

/組を積載する（最大貯蔵能力：300 本）。 

*7：公称値を示す。 

*8：UF6を内包する機器ではなく，UF6を閉じ込めるための耐食性，耐

圧強度を必要としないため，JIS 規格番号は記載しない。 

*9：A ウラン貯蔵室の個数 144 組と B ウラン貯蔵室の個数 156 組の合

計 300 組のうち，12 組は付着ウラン回収容器置台と兼用する。ま

た，A ウラン貯蔵室及び B ウラン貯蔵室における廃品シリンダ

（ANSI 又は ISO 規格 30B）は，合計が 3 t－U以下とする。 

*10：系統区別を必要としないため「－」とする。 
 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第四条 

核燃料物

質の臨界

防止 

〇複数ユニットの臨界安全設計 

複数ユニットは実効増倍率が 0.95 以下となる

配置とし，機器同士が接触しても臨界となるおそ

れはないが，安全設計上の管理として次の対応を

行う。 

・コールドトラップ，製品シリンダ，中間製品容

器及び減圧槽は，それぞれ他のユニットと相互の

間隔が 30 cm 以上となるように配置する。 

他ユニットとの相互

間隔 

第十一条 

火災等に

よる損傷

の防止 

〇火災の発生防止 

・UF6 を内包する機器以外の機器については，可

能な限り不燃性又は難燃性の材料（鋼材）を使用

し，火災の発生を防止する設計とする。 

主要材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要設備リストで展開。 

該当しないため，記載を削除。 

添付書類に位置付けを変
更したため，記載を削除 

該当しないため，記載を
削除。 

炭素鋼*8 

30 以上 
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仕様表記載項目【機種 No.25：溢水防護設備】（溢水防護堰（固定式）） 

  

 
 

【既認可仕様表の該当無し】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1.6 溢水防護設備 

ａ．溢水防護設備 

 変更前 変更後 

名称 

－ 

－ 

溢水防護堰（固定式） 

種類 － 固定式 

主

要

寸

法 

高さ mm 

 

主

要

材

料 

堰本体 － ステンレス鋼 

個数 基 18 

取

付

箇

所 

系統名（ライン

名） 
－ －*1 

設置床（室名

称） 
－ 

 

 

 

 

 

 

溢水防護上の区

画番号 
－ －*2 

溢水防護上の配

慮が必要な高さ 
－ －*3 

注記 *1：系統区別を必要としないため「－」とする。 

*2：溢水防護上の区画番号を設定していないことから「－」とする。 

*3：溢水による火災の発生の可能性のある機器またはプラント監視に用

いる機器ではないことから溢水防護上の配慮が必要な高さは「－」

とする。 

 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第十二条 

溢水によ

る損傷の

防止 

〇溢水防護対策 

想定される内部溢水に対して以下の対策を講じ

る。 

・第 1種管理区域内の溢水が，所定の放出経路を

通らずに建屋外へ漏えいしないよう扉部に堰等

を設置する設計とする。 

なお，堰の高さについては，水面の変動を考慮し

た溢水高さを確保する設計とする。 

設置床（室名称） 

主要寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

1号中間室，2号中間

室，1号発生回収室，1

号均質室，2号発回均質

室，ホット予備品室，付

着ウラン回収廃棄物室 

100 以上 
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仕様表記載項目【機種 No.27：搬送設備】（天井走行クレーン A,B,C） 

 

  

【認可番号：平成元年 8 月 17 日付け 元安（核規）第 376 号】 
 

 
 
 

 

1.2 搬送設備 

a．搬送設備 

 変更前 変更後 

名称*1 
－ 

天井走行クレーン

A,B,C*5 *6 

変更なし 

種類*2 － ホイスト式 

容量（定格荷重） t 16 

臨

界

管

理 

－ － －*7 

主

要

寸

法 

スパン mm 10460*8 

サドルホイル

ベース 
mm 4800*8 

主

要

材

料 

本体 － 炭素鋼*9 

個数*3 基 3 

取

付

箇

所 

系統名 

（ライン名） 
－ －*10 

設置床 

（室名称）*4 
－ A ウラン貯蔵室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「設備機器名称」と記載。 

*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 

*3：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 

*4：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 

*5：本機器は，吊り上げ高さを床上より 1.2 m 以下に制限する機能

及び外部電源喪失時に吊り上げ状態を維持する保持機能を有す

る設計とする。 

*6：その他の構成機器として,吊り具を有する設計とする。 

*7：シリンダ類の運搬中に他のシリンダ類と接触した場合において

も臨界とならないことから臨界管理の対象外であるため「－」

とする。 

*8：公称値を示す。 

*9：UF6を内包する機器ではなく，UF6を閉じ込めるための耐食性，耐

圧強度を必要としないため，JIS 規格番号は記載しない。 

*10：系統区別を必要としないため「－」とする。 

 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第十一条 

火災等に

よる損傷

の防止 

〇火災の発生防止 

・UF6 を内包する機器以外の機器については，可

能な限り不燃性又は難燃性の材料（鋼材）を使用

し，火災の発生を防止する設計とする。 

主要材料 

第十六条 

搬送設備 

〇搬送設備 

UF6 シリンダ類及び付着ウラン回収容器の移動

に用いる天井走行クレーン，シリンダ搬送台車及

びシリンダ搬出入台車は，これらのシリンダ等の

重量に対して十分な強度を有する設計とする。 

容量（定格荷重） 

天井走行クレーンには UF6 シリンダ類及び付着

ウラン回収容器を，落下試験により閉じ込め性を

維持できることを確認した高さ（シリンダ 1 段

積みで 1.2 m 及びシリンダ 2 段積みで 1.85 m）

以上に吊り上げることを防止する吊り上げ高さ

制限インターロック及び電源喪失時に吊り上げ

状態を維持する保持機能を設ける設計とする。 

吊り上げ制限高さ 

吊り上げ状態維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

溢水評価の対象外の
機器であるため，溢水
に係る項目（区画，高
さ等）は記載していな
い。 
 

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

主要設備リストで展開。 

該当しないため，記載を削除。 

該当しないため，記載を
削除。 

添付書類に位置付けを変更
したため，記載を削除。 

該当しないため，記載を
削除。 

事業変更許可において，本
機器は第 3 類から第 1 類へ
変更したため，記載を削除。 
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仕様表記載項目【機種 No.29：核物質等取扱ボックス】（除染ハウス） 

 

 

【認可番号：平成元年 8 月 17 日付け 元安（核規）第 376 号】 
【認可番号：平成元年 8 月 17 日付け 元安（核規）第 376 号】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

e. 核物質等取扱ボックス 

 
変更前 変更後 

名称*1 － 除染ハウス 

変更なし 

種類*2 － －*6 

開口部風速 

（排気フード）*3 
m/s 0.5 以上 －*11 

臨

界

管

理 

－ － －*7 

変更なし 

主

要

寸

法 

たて mm 4000*8 

横 mm 7085*8 

高さ mm 4150*8 

主

要

材

料 

本体 －  

個数*4 式 1 

取

付

箇

所 

系統名 

（ライン名） 
－ －*10 

設置床 

（室名称）*5 
－ 除染室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「設備機器名称」と記載。 

*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 

*3：記載の適正化。既設工認には「性能」と記載。 

*4：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 

*5：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 

*6：種別を必要としないため「－」とする。 

*7：本機器は，UF6を取り扱う機器ではなく，臨界管理の対象外である

ため「－」とする。 

*8：公称値を示す。 

*9：UF6を内包する機器ではなく，UF6を閉じ込めるための耐食性，耐

圧強度を必要としないため，JIS 規格番号は記載しない。 

*10：系統区別を必要としないため「－」とする。 

*11：除染ハウス内部の排気フードについては，これまでの機器点検等

の実績を踏まえ，使用する用途がないこと及び今後も使用予定

がないことから撤去する。 

 

 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6,7 

第十一条 

火災等に

よる損傷

の防止 

〇火災の発生防止 

・UF6 を内包する機器以外の機器については，可

能な限り不燃性又は難燃性の材料（鋼材）を使用

し，火災の発生を防止する設計とする。 

主要材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜発電炉要目表なし＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

主要設備リストで展開。 

添付書類に位置付けを変
更したため，記載を削除 

基本設計方針で展開。 

該当しないため，
記載を削除。 

炭素鋼*9 

（注）除染ハウスはドラフトチェンバのような開口部を有するフードではなく，内

部に人が入り，入口を閉めた状態で作業するものであり，「第十条 五号 密封さ

れていない核燃料物質等を取り扱うフードは，その開口部の風速を適切に維持

し得るものであること」は該当しない。また，ハウス内の可搬式の排気フード

は，これまでの機器点検等の実績を踏まえ，使用する用途がないこと及び今後

も使用予定がないことから撤去する。 

該当しないため，記載を
削除。 
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添付資料2

仕様情報
（外部火

災）

施設分類
機種分類
（中項目）

DB設備 SA設備
関係する主な安全機能

（小項目）
構造分類
（小項目）

要求種別 検査項目

名
称

配
管
番
号

種
類
又
は
主
要
構
造

個
数

系
統
名

（
ラ
イ
ン
名

）

設
置
床
又
は
保
管
場
所
・
取
付
場
所

溢
水
防
護
上
の
区
画
番
号

溢
水
防
護
上
の
配
慮
が
必
要
な
高
さ

化
学
薬
品
防
護
上
の
区
画
番
号

化
学
薬
品
防
護
上
の
配
慮
が
必
要
な
高
さ

支
持
地
盤
の
許
容
支
持
力
度

支
持
地
盤
の
極
限
支
持
力
度

マ
ン
メ
イ
ド
ロ
ッ
ク
の
強
度

杭
の
強
度
・
支
持
地
盤

容
量

揚
程
又
は
吐
出
圧
力

伝
熱
面
積

吹
出
圧
力

吹
出
量

吹
出
場
所

最
高
使
用
温
度

最
高
使
用
圧
力

臨
界
管
理

（
核
的
制
限
値
等

）

火
災
管
理

（
熱
的
制
限
値
又
は
化
学
的
制
限
値

）

漏
え
い
率

開
口
部
風
速

主
要
寸
法
又
は
外
径
・
厚
さ

主
要
材
料

効
率

設
計
上
の
空
気
の
流
入
率

原
動
機

駆
動
方
式

（
方
法

）

検
出
器
の
種
類

計
測
範
囲

警
報
動
作
範
囲

設
定
値

回
転
速
度

起
動
時
間

出
口
の
圧
力

燃
料

力
率

電
圧

電
流

相 周
波
数

結
線
法

冷
却
方
法

遮
断
電
流

遮
断
時
間

耐
火
被
膜

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 機能・性能検査 ●

機能要求 耐圧・漏えい検査 ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ● ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 機能・性能検査 ●

機能要求 耐圧・漏えい検査 ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ● ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 耐圧・漏えい検査 ○

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ○ ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 耐圧・漏えい検査 ○

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ○ ●

仕様表展開表

容器
（塔型）

洗缶廃水貯槽，凝集槽，脱水
ろ液タンク，第1 反応タンク，
第2 反応タンク，凝集沈殿槽，
汚泥タンク，砂ろ過塔，管理廃
水処理第1 活性炭吸着塔，マ
イクロフィルタ，ろ過器循環タ
ンク，ろ過器，ろ過器逆洗タン
ク，ろ過水pH 調整タンク，ろ
過器処理水タンク，弗素吸着
塔，ウラン吸着塔，イオン交換
樹脂塔，中和タンク，管理廃
水処理第2 活性炭吸着塔，
ホットランドリー室廃水タンク

－
閉じ込め機能（DB）
火災・爆発防止機能（DB）

再・MOX）貯水槽

－

樹脂ライニング
金属ライニング

分析廃水ピット，第1 廃水調
整ピット，凝沈処理水ピット，
第1 処理水ピット，再生廃液
ピット，手洗廃水ピット，第2 廃
水調整ピット，第2 処理水ピッ
ト，2 号発回均質室廃水ピット
1，2 号発回均質室廃水ピット
2，2 号発回均質室廃水ピット
3，2 号発回均質室廃水ピット
4

－
閉じ込め機能（DB）
火災・爆発防止機能（DB）

3
（濃縮）

容器
（ライニング型）

－

樹脂ライニング
金属ライニング

2
容器

（塔型）

再）洗浄塔，スプレイ塔，吸着
塔，追出し塔，吸収塔，充填
塔，蒸発缶，濃縮缶，精留
塔，蒸留塔

再）高レベル廃液濃縮缶，廃
ガス洗浄塔，プルトニウム蒸
発缶

閉じ込め機能（DB）
冷却機能（DB/SA）
火災・爆発防止機能（DB/SA）
廃棄機能（DB）
浄化機能（DB)
臨界防止機能（DB）

仕様表記載事項

設計条件
（地盤・耐震）

分類

3
容器

（ライニング型）

冷却機能（DB/SA）
注水機能（SA）
廃棄機能（DB）
支援機能（DB）
水供給機能（DB)

再）燃料貯蔵プール，取扱い
ピット，ハル・エンドピース貯蔵
プール，切断ピット，消火用水
貯槽

全機種共通項目

2
（濃縮）

設計条件情報
仕様情報

（プロセス・機械設備）
仕様情報

（計装，放管系）
仕様情報
（電気系）

　【共通06の機種について】
　　共通06の仕様表展開表の機種数については，全社での設備抽出の進捗等に伴い，整理し易さを踏まえ改正の都度変更している（R4版（7/2）：37分類，R5版（8/18）：27分類，R6版（9/17）：23分類）。本変更により，分類のまとめ方が見直し（「パルスカラム」，「ミキサセトラ」を「容器」に統一等）されているが，必要な仕様表記載事項の抽出，選
定には影響はないため，今回の申請では第4回申請と同様にR4版の37分類をベースに整理している。

●：再処理・発電炉一致項目

○：発電炉のみ

●：再処理orMOXor濃縮のみ
×：濃縮施設に適用されないもの

1
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仕様情報
（外部火

災）

施設分類
機種分類
（中項目）

DB設備 SA設備
関係する主な安全機能

（小項目）
構造分類
（小項目）

要求種別 検査項目

名
称

配
管
番
号

種
類
又
は
主
要
構
造

個
数

系
統
名

（
ラ
イ
ン
名

）

設
置
床
又
は
保
管
場
所
・
取
付
場
所

溢
水
防
護
上
の
区
画
番
号

溢
水
防
護
上
の
配
慮
が
必
要
な
高
さ

化
学
薬
品
防
護
上
の
区
画
番
号

化
学
薬
品
防
護
上
の
配
慮
が
必
要
な
高
さ

支
持
地
盤
の
許
容
支
持
力
度

支
持
地
盤
の
極
限
支
持
力
度

マ
ン
メ
イ
ド
ロ
ッ
ク
の
強
度

杭
の
強
度
・
支
持
地
盤

容
量

揚
程
又
は
吐
出
圧
力

伝
熱
面
積

吹
出
圧
力

吹
出
量

吹
出
場
所

最
高
使
用
温
度

最
高
使
用
圧
力

臨
界
管
理

（
核
的
制
限
値
等

）

火
災
管
理

（
熱
的
制
限
値
又
は
化
学
的
制
限
値

）

漏
え
い
率

開
口
部
風
速

主
要
寸
法
又
は
外
径
・
厚
さ

主
要
材
料

効
率

設
計
上
の
空
気
の
流
入
率

原
動
機

駆
動
方
式

（
方
法

）

検
出
器
の
種
類

計
測
範
囲

警
報
動
作
範
囲

設
定
値

回
転
速
度

起
動
時
間

出
口
の
圧
力

燃
料

力
率

電
圧

電
流

相 周
波
数

結
線
法

冷
却
方
法

遮
断
電
流

遮
断
時
間

耐
火
被
膜

仕様表記載事項

設計条件
（地盤・耐震）

分類
全機種共通項目 設計条件情報

仕様情報
（プロセス・機械設備）

仕様情報
（計装，放管系）

仕様情報
（電気系）

●：再処理・発電炉一致項目

○：発電炉のみ

●：再処理orMOXor濃縮のみ
×：濃縮施設に適用されないもの

機能要求 基盤検査 ● ● ●

機能要求 構造検査 ●

機能要求 強度検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 外観検査（建物・構築物） ● ● ● ● ● ● ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 耐圧・漏えい検査 ○

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ○ ●

機能要求 構造検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 外観検査（建物・構築物） ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 寸法検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 耐圧・漏えい検査 ○

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ○ ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

施設外漏えい防
止堰

火災区域構造物

保管廃棄区画

防護板
防護扉

竜巻防護扉，竜巻防護板
（A,B）

防護ネット
防護板
防護扉

21 建物・構築物

再）建物，洞道，貯蔵ピット（冷
却空気出入口シャフト含），貯
蔵ホール，火災区域構造物，
火災区画構造物

MOX）建物，洞道

再）建物，洞道，保管庫・貯水
所，緊急時対策建屋

MOX）建物，保管庫・貯水所，
緊急時対策建屋

遮蔽機能(DB)
閉じ込め機能(DB)
支持機能（DB/SA）
火災防護機能（DB/SA）
溢水防護機能（DB/SA）
化学薬品防護機能（DB/SA）
外部衝撃防止機能（DB/SA）
重大事故等対処機能（SA）

23 飛来物防護設備

再）飛来物防護板及びネット，
防護扉

※飛来物防護専用の扉のみ
※補助遮蔽設備と兼用する場
合は補助遮蔽設備側で整理

－
外部衝撃防止機能（DB）
重大事故等対処機能（SA）

21
（濃縮）

建物・構築物

堰A，堰B，堰C，堰D，堰（ホッ
トランドリー室），液体廃棄物
保管廃棄区画，液体廃棄物
保管廃棄区画（IF5 ボンベ置
台），固体廃棄物保管廃棄区
画（A ウラン濃縮廃棄物室），
固体廃棄物保管廃棄区画（B
ウラン濃縮廃棄物室），固体
廃棄物保管廃棄区画（C ウラ
ン濃縮廃棄物室），固体廃棄
物保管廃棄区画（D ウラン濃
縮廃棄物室），固体廃棄物保
管廃棄区画（使用済遠心機保
管室），固体廃棄物保管廃棄
区画（C ウラン貯蔵室（使用済
遠心機保管エリア）），火災区
域構造物（ウラン濃縮建屋），
火災区域構造物（ウラン貯蔵・
廃棄物建屋）

－
閉じ込め機能(DB)
火災防護機能（DB）

間接支持

外部衝撃防止機能（DB）飛来物防護設備 －
23

（濃縮）

貯蔵ピット
貯蔵ホール

火災区域構造物

2
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仕様情報
（外部火

災）

施設分類
機種分類
（中項目）

DB設備 SA設備
関係する主な安全機能

（小項目）
構造分類
（小項目）

要求種別 検査項目

名
称

配
管
番
号

種
類
又
は
主
要
構
造

個
数

系
統
名

（
ラ
イ
ン
名

）

設
置
床
又
は
保
管
場
所
・
取
付
場
所

溢
水
防
護
上
の
区
画
番
号

溢
水
防
護
上
の
配
慮
が
必
要
な
高
さ

化
学
薬
品
防
護
上
の
区
画
番
号

化
学
薬
品
防
護
上
の
配
慮
が
必
要
な
高
さ

支
持
地
盤
の
許
容
支
持
力
度

支
持
地
盤
の
極
限
支
持
力
度

マ
ン
メ
イ
ド
ロ
ッ
ク
の
強
度

杭
の
強
度
・
支
持
地
盤

容
量

揚
程
又
は
吐
出
圧
力

伝
熱
面
積

吹
出
圧
力

吹
出
量

吹
出
場
所

最
高
使
用
温
度

最
高
使
用
圧
力

臨
界
管
理

（
核
的
制
限
値
等

）

火
災
管
理

（
熱
的
制
限
値
又
は
化
学
的
制
限
値

）

漏
え
い
率

開
口
部
風
速

主
要
寸
法
又
は
外
径
・
厚
さ

主
要
材
料

効
率

設
計
上
の
空
気
の
流
入
率

原
動
機

駆
動
方
式

（
方
法

）

検
出
器
の
種
類

計
測
範
囲

警
報
動
作
範
囲

設
定
値

回
転
速
度

起
動
時
間

出
口
の
圧
力

燃
料

力
率

電
圧

電
流

相 周
波
数

結
線
法

冷
却
方
法

遮
断
電
流

遮
断
時
間

耐
火
被
膜

仕様表記載事項

設計条件
（地盤・耐震）

分類
全機種共通項目 設計条件情報

仕様情報
（プロセス・機械設備）

仕様情報
（計装，放管系）

仕様情報
（電気系）

●：再処理・発電炉一致項目

○：発電炉のみ

●：再処理orMOXor濃縮のみ
×：濃縮施設に適用されないもの

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ● ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 機能・性能検査 ●

機能要求 耐圧・漏えい検査

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ●
×
*1

×
*1

● ●

機能要求 機能・性能検査 ●

機能要求 耐圧・漏えい検査

機能要求 寸法検査 ●

機能要求 材料検査 ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ● ● ● ●

機能要求 機能・性能検査 ●

機能要求 耐圧・漏えい検査 ● ●

機能要求 寸法検査 ● ●

機能要求 材料検査 ● ●

設置要求 据付・外観検査／状態確認検査 ● ● ● ● ●
×
*1

×
*1

●

機能要求 機能・性能検査 ●

機能要求 耐圧・漏えい検査
×
*2

×
*3

機能要求 寸法検査 ● ●

機能要求 材料検査
×
*2

●

*1：溢水防護上の対象とはならないことから，「溢水防護上の区画番号」，「溢水防護上の配慮が必要な高さ」は記載していない。

*2：耐圧強度評価の対象とはならないことから，「最高使用圧力」，「最高使用温度」は記載していない。

*3：非密封で取扱うことはないことから，「漏えい率」は記載していない。

コンクリート堰以
外

24
（濃縮）

ラック

原料シリンダ置台（充填），製
品シリンダ置台（充填），廃品
シリンダ置台（充填），中間製
品容器置台，付着ウラン回収
容器置台，サンプル保管戸棚

－

24

－

ラック

再）バスケット，燃料貯蔵ラッ
ク（固定，可搬），架台（固定，
可搬）

MOX）燃料棒貯蔵棚，一時保
管ピット，燃料集合体貯蔵チャ
ンネル，スクラップ貯蔵棚，製
品ペレット貯蔵棚等

再）燃料貯蔵ラック，架台
臨界防止機能（DB/SA）
転倒機能（DB）

臨界防止機能（DB）
火災・爆発防止機能（DB）

溢水／化学薬品
防護設備

再）溢水区画構造物（堰，防
水扉，水密扉），薬品区画構
造物（堰，防水扉，水密扉）

MOX）溢水区画構造物（堰）

25
（濃縮）

溢水／化学薬品
防護設備

溢水防護堰（固定式），溢水
防護堰（着脱式）

－ 溢水防護機能（DB）

27
（濃縮）

搬送設備

天井走行クレーン（A）～天井
走行クレーン（E），天井走行ク
レーン（G）～天井走行クレー
ン（P），均質室天井走行ク
レーン，2 号発回均質室天井
走行クレーン，シリンダ搬出入
台車，シリンダ搬送台車

－
吊り上げ高さ制限機能（DB）
吊り上げ状態維持機能(DB)
火災・爆発防止機能（DB）

クレーン
台車

落下・転倒防止機能（DB）
内部飛散物防止機能（DB）

搬送設備

29
（濃縮）

核物質等取扱ボックス 除染ハウス － 火災・爆発防止機能（DB）

－

再）止水板及び蓋

－

閉じ込め機能（DB）
臨界防止機能（DB）

－

コンクリート堰以
外25

27 －

溢水防護機能（DB/SA）
化学薬品防護機能（DB/SA）
重大事故等対処機能（SA）

29 核物質等取扱ボックス

再）グローブボックス，操作
ボックス，気送箱，サンプリン
グベンチ，フード，オープン
ポートボックス

MOX）グローブボックス，フー
ド，オープンポートボックス

グローブボックス

再）クレーン，台車，マニプ
レータ，リフト，バスケット搬送
装置，払出し装置，コンベア

MOX）粉末調整工程搬送装
置，ペレット加工工程搬送装
置，組立クレーン，洞道搬送
台車，リフタ等

クレーン
台車

昇降装置
コンベア

3
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